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第１回定例会　議事概要

一　般　質　問

一般会計予算審査特別委員会

平成21年度利根町特別会計
　国民健康保険特別会計予算・老人保健特別会計予算・公共下水道事業特別会計予算
　町営霊園事業特別会計予算・介護保険特別会計予算・介護サービス事業特別会計予算
　後期高齢者医療特別会計予算・水道事業会計予算

稲敷地方広域市町村圏事務組合・龍ヶ崎地方塵芥処理組合

利根町議会日誌
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「 桜 の 丘 」　（油絵　ひじかた氏作）　
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平 成 21 年 度 予 算平 成 21 年 度 予 算

極めて厳しい財政状況を考慮して、歳入歳出の両面から

さらなる行政改革を断行、人件費・物件費等の経常経費

を削減し計上した。

一般会計…47億9907万円
歳 入（主な項目）

町　　税・・・・・・・・・・・

地方譲与税、各種交付金・・・・・

地方交付税・・・・・・・・・・

国庫支出金・・・・・・・・・・・

県支出金・・・・・・・・・・・・

繰 越 金・・・・・・・・・・・・

諸 収 入・・・・・・・・・・・・・・

町　　債・・・・・・・・・・・・

財政調整基金、目的基金から・・・

　

１５億９２８５万８千円

　２億９３９０万１千円

１５億１０００万円

　２億１６０３万４千円

　２億４４６２万３千円

　１億円

　　　７９４５万３千円

　３億２３１０万円

　３億９０１２万２千円

歳 出（主な項目）

議 会 費・・・・・・・・・・・・・・

総 務 費・・・・・・・・・・・・

民 生 費・・・・・・・・・・・

衛 生 費・・・・・・・・・・・・

農林水産業費・・・・・・・・・・

商 工 費・・・・・・・・・・・・・・

土 木 費・・・・・・・・・・・・

消 防 費・・・・・・・・・・・・

教 育 費・・・・・・・・・・・・

公 債 費・・・・・・・・・・・・

　

　　　９３７４万円

　７億７９１２万２千円

１１億６２４２万９千円

　６億７６１０万９千円

　２億３３７３万円

　　　２０７３万１千円

　３億４９７３万２千円

　３億２６４８万２千円

　５億９５２１万１千円

　５億５１３０万５千円

（財源不足を補うために、調整基金等から39万7千円を取り崩し、

　さらに、臨時財政対策債を３億円計上した）

（過去に発行された町債の金利および償還のために、約５億5130万円が

　公債費として支出された）

平成21年度 予 算 を 可 決

３

議案審議から議案審議から３月定例会３月定例会

平成21年度 予 算 を 可 決
全 会 計

一般会計 歳 入

4,799,071

1,997,073

109,017

13,459

361,481

5,695

840,176

5,787

244,297

424,170

8,800,226

一 　 般 　 会 　 計

合　　　　　　計

国民健康保険（事業勘定）

国民健康保険（施設勘定）

老　人　保　健

公共下水道事業

霊　園　事　業

介　護　保　険

介護サービス事業

後期高齢者医療

水　道　事　業

1,592,858
1,510,000
390,127
323,100
244,623
216,034
90,000
96,000
100,000
79,453
47,764
29,000
43,049
1,000
11,000
3,000
13,000
3,137
5,924

2
4,799,071

会 計 名 本年度予算額（千円）

項 目

合 計

金額（千円）

特

別

会

計

企業
会計

町 税
地 方 交 付 税
繰 入 金
町 債
県 支 出 金
国 庫 支 出 金
地 方 消 費 税 交 付 金
地 方 譲 与 税
繰 越 金
諸 収 入
分 担 金 及 び 負 担 金
自動車取得税交付金
使 用 料 及 び 手 数 料
株式等譲渡所得割交付金
利 子 割 り 交 付 金
配 当 割 り 交 付 金
地 方 特 例 交 付 金
交通安全対策特例交付金
財 産 収 入
寄 付 金

一般会計 歳 出

93,740
779,122
1,162,429
676,109
233,730
20,731
349,732
326,482
595,211
551,305
5,480
5,000

4,799,071

項 目

合 計

金額（千円） 比率％
議 会 費
総 務 費
民 生 費
衛 生 費
農林水産費
商 工 費
土 木 費
消 防 費
教 育 費
公 債 費
諸 支 出 金
予 備 費

（目的別費用）

2.0
16.2
24.2
14.1
4.9
0.4
7.3
6.8
12.4
11.5
0.1
0.1

100.0

一般会計 歳 出

項 目

合 計

金額（千円）比率％
　

義務的経費

投資的経費

物 件 費

その他経費

人 件 費
扶 助 費
公 債 費
　 計 　
建設事業費
その他経費
　 計 　
需 用 費
委 託 料
その他物件
　 計 　
維持補修費
補 助 費
交 付 金
繰り出し金
そ の 他
　 計 　

（性質別費用）

49.4

5.1

14.0

31.5
100.0

1,267,910
534,805
570,406
2,373,121
207,988
34,181
242,169
178,511
264,080
230,734
673,325
49,073
70,534
3,314

461,625
925,909
1,510,456
4,799,071
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平成21年　第１回利根町議会定例会　議事概要
会　　期　　平成21年３月５日（木）～ ３月23日（月）

ただし、開催期間中、厚生文教関係（卒業式）や議案調査等での休会日もありました。

議会傍聴者数　　議会定例会開催期間中の傍聴者数は延べ60名です。

審議議案 29件とその審議結果（数字は議案番号　※印は討論があった議案）　

1

2

3

4
　

5

6

7

8

10

11

12

13

14

15

16

17

18

19

20

21

22

23

24

25

26

27

28

29

30

※

利根町国民健康保険条例の一部を改正する条例の専決処分

利根町課等設置条例の一部を改正する条例

利根町個人情報保護条例の一部を改正する条例

利根町特別職の職員で非常勤のものの報酬及び費用弁償に
関する条例の一部を改正する条例

利根町職員の給与に関する条例の一部を改正する条例

利根町介護従事者処遇改善臨時特例基金条例

利根町医療福祉支給に関する条例の一部を改正する条例

利根町国民健康保険条例の一部を改正する条例

利根町介護保険条例の一部を改正する条例

利根町企業職員の給与の種類及び基準に関する条例の一部を改正
する条例

文間地区農村集落センターの指定管理者の指定について

利根東部農村集落センターの指定管理者の指定について

利根緑地運動公園ゴルフ練習場の指定管理者の指定について

平成20年度利根町一般会計補正予算（第５号）

平成20年度利根町国民健康保険特別会計補正予算（第５号）

平成20年度利根町後期高齢者医療特別会計補正予算（第１号）

平成20年度利根町公共下水道事業特別会計補正予算（第３号）

平成20年度利根町介護保険特別会計補正予算（第３号）

平成20年度利根町水道事業会計補正予算（第３号）

平成21年度利根町一般会計予算

平成21年度利根町国民健康保険特別会計予算

平成21年度利根町老人保健特別会計予算

平成21年度利根町公共下水道事業特別会計予算

平成21年度利根町営霊園事業特別会計予算

平成21年度利根町介護保険特別会計予算

平成21年度利根町介護サービス事業特別会計予算

平成21年度利根町後期高齢者医療特別会計予算

平成21年度利根町水道事業会計予算

平成20年度利根町一般会計補正予算（第６号）

全員賛成で　可決

賛成多数で　可決

全員賛成で　可決

賛成多数で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

賛成多数で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

全員賛成で　可決

（注）９は議案取り消しのため欠番。　議員提出議案は次のページです。

６

議 員 提 出 議 案

（理由）利根町課等設置条例の一部が改正されたため改めたいので提出。

（内容）地方自治法第112条及び会議規則第14条第2項の規定によるもの。

　　　　利根町議会委員会条例（平成元年利根町条例第28号）の一部を改正。

　　　　　・第２条第１項中「広域行政推進室の所管に属する事項」を削除。

　　　　　・平成21年4月1日から施行する。

茨城県後期高齢者医療広域連合会の議員選挙について（44市町村から1名）

　茨城県後期高齢者医療広域連合規約（平成19年市町村司令第23号）第８条第

１項に基づき、茨城県後期高齢者医療広域連合会議会議員の任期満了により、

一般選挙を実施。利根町議会は14名の議員による投票の結果、岩佐康三議員が

９票・　木博文議員が５票となり、岩佐康三議員が茨城県後期高齢者医療広域

連合会議会議員に選出されました。

利根町議会委員会条例の一部を改正する条例 賛成多数で可決

追 跡 その後どうなった？
　一昨年、4月末に発生した早尾台の火災発生を教訓に、町内全般の消火設備の見直し

と設備追加等々、多数の議員からの質問に対し、町の答弁は、

　　①保水設備のない防火水槽改修工事と準市街地の消火栓の新設等地域ごとに見直す。

　　②区と消防団と自主防災組織が連携し、初期消火に当たらなければならない

　　　（中核となるリーダーの養成が重要課題）。

　　③大火を教訓に防災訓練を実施し、「安心して暮らせる街づくりに取り組む」。等々

　　　ありましたが、現在進行と中であり、最終段階までにはまだまだ時間と経費が必

　　　要と考えます。

＊防火設備の増設・改修実績及び計画は下記の通り。

平成19年4月現在

防火水槽　　164基

　・給水装置設置済　103基

　・給水装置なし　 　61基

消 火 栓　　226基

（備考）①平成21年度増設計画は、防火水槽１基「羽根野地区」・消火栓の新設は4基で場所は現在検討中。

　　　　②保水装置のない防火水槽の25基は、付近に既設の消火栓あり2基・付近に水道管なしが13基・
　　　　　近くに消火栓を設置７基・近く移転計画あり３基となっています。

平成19年実績

＋29基

▼29基

＋7基

平成20年実績

＋7基

▼7基

＋17基

平成21年3月現在

1 6 4基

1 3 9基

2 5基

2 5 0基

防火設備の
増設・
改修計画

７

一 般 質 問 町政のここが聞きたい

問

「２年で合併」その為の努力は？

財政破綻を回避する事が先決！ 佐々木　喜　章　議員

　　町長は、19年4月新市でスタート！

　　を公約に掲げ、『２年で合併する、

出来なければその時点で私は町長を辞め

る』とまで公言し選挙戦に勝利を納めま

した。合併の道筋を明らかにしたことに

より、多くの住民の信頼を得たものだと

考えますが、だからこそ、19年度施政方

針で、なぜ合併が出来なかったかを明確

に説明する義務があったのではないか。

また４年間の公約に対する成果と、今後

も町政を担う考えがあるのかを問う。

答

問

答

　　４年前の選挙の際に政策スケジュー

　　ルを公表し、それに基づき政策を遂

行してきて成果がではじめた。

　合併については就任直後から何度も龍

ヶ崎市長にお会いし、誠心誠意懇願して

きた。時間をかけ、努力していく。

　今後については、行政改革により将来

の財源の確保等、その道筋が見えてきた

ところ。住みよい元気な町にするという

信念で町民の皆様とともに町政に邁進し

ていく覚悟だ。

問
　　何と言っても、龍ヶ崎市長との対話

　　が少なかったのではないか。去年ま

での３年間の市長の業務日誌によれば、

公式に３回、非公式に５回の計８回。３

年間で８回では、合併の話はできないと

思われる。時期も大きく逃してしまった

今、利根町は自立の道を構築していかな

ければならないのではないか。

答
　　合併について、実は1年ぐらいで合

　　併できると思われた方も多いのでは

ないか。私もそう思っていたが、この認

識は確かに甘かったと思う。

問

ごみ処理場およびごみ処理基本計画について

廃棄物処理手数料指針作成中、平成22年目指 若　泉　昌　寿　議員

　　平成26年まで処理工場建設費を支
　　払っていくが、利根町分として年間
の支払額は？

答

問

答

　　平成21年から23年までは、毎年２
　　億4687万円、平成24年は２億2284
万円、平成25年は１億4097万円、平成
26年は4157万円で終了。尚、事業負担
金と運営負担金で１億５千万円は引き続
き支払う。

問
　　平成22年以降、基金が足りなくなる
　　が、今後どのようにするのか？

問
　　ごみ袋・ステッカーの値上げの時期
　　と金額は？

答
　　年度毎に余剰金を環境施設整備基金
　　に積立、更に財源が不足する時は、財
政調整基金や目的基金の充当を考慮す

答
　　ごみ袋の値上げについては基本とな
　　る一般廃棄物処理手数料指針案を作

問
　　業者が出している企業ごみ（飲食　
　　と一般家庭ごみの区別がなされてい
ないと思うが、今後の考え方は？

答
　　事業者は町の収集運搬許可業者に委
　　託する条件だが、現実的に50％近
く家庭のごみと一緒に出されている。今
後は事業者との話し合いの場を設ける。

問
　　ごみ処理基本計画の中で３Ｒ推進を
　　基本原則としているが、町民の皆様
に理解していただくための周知方法は？

答
　　ごみの発生抑制・再利用・再び資源
　　として利用する３Ｒについて、何度
も広報やチラシで周知してきた事だが、
更にごみ料金の見直しが３Ｒに関心を持
っていただくため広報等で知らせる。

成中。審議会や広報等を通し住民に知ら
せ意見等を聞き、平成22年の実施を目
指していく。

店）

る。

８

一 般 質 問 町政のここが聞きたい

問

利根町における特別支援教育の状況について

各学校に指導員配置する　　 会　田　瑞　穂　議員

　　2006年に、学校教育法の一部が改正

　　され、2007年から特別支援教育が実

施されることになり、これまで心身に障

害のあった子供の教育は、養護学校や

中学校の特別支援学級で展開されていま

す。しかし、普通学級での不適応を起こ

し、学習の集中に無理があるといわれて

いる。町の小中学校の特別支援教育の現

状はどうなっているのかお伺いしたい。

答

問

答

　　町といたしましては、各学校に生活

　　指導員を配置しています。布川小学

校に新たに教育支援員を配置してまいり

ます。現在、学区を越えて布川小学校の

特別支援学級に在籍する児童が４名ほど

います。21年度の新年度から、文小学

校においても特別支援学級を新設しても

らえるように県教育委員会に強く要望し

ている。一昨日やっと要望が通り、予算

措置ができ、専門的な知識を持つ職員の

配置を行いたい。重ねて利根中学校の知

的障害学習の存続も許可されました。次

に、小中学校での携帯電話の所持と指導

については、以前から学校への持ち込み

は禁止しています。ただし、中学校で一

部下校後の安全のために親との連絡が取

れるように認めております。この場合登

校後に学校で預かり、下校時に返却する

などとして学校での教育活動に支障がな

いように配慮しております。携帯電話所

持については、小学校では17％、752人

中126人で親と共有とか兄弟で１台とい

うふうなものが多い。中学校では約半数

の生徒が所持しております。

問

ごみ処理基本計画の策定と実施は

発生抑制・再使用・再生利用の構築 五十嵐　辰　雄　議員

　　平成20年12月『ごみ処理基本計
　　が策定された。ごみの発生抑制・収
集・運搬・最終処分に至る基礎を定め、
循環型社会を目指すものです。ごみ量の
増大、地球温暖化等の環境問題の解決に
は、ごみ発生抑制や再使用・再生利用を
図り、廃棄物や各種リサイクルの指針を
定める必用があります。
　ごみ処理基本計画策定の経過並び実施
計画を伺う。

答

問

答

　　平成18年度塵芥処理組合におい
　　ごみ処理基本計画を策定することが
決定され、構成市町において、平成
20年度の２ヵ年計画で策定することにな
った。
『ごみ処理基本計画』策定までの経過
平成19年12月から事務作業に着手。ごみ
処理基本計画策定の町民アンケート調

ごみ処理基本計画（案）の策定。町廃棄
物減量等推進審議会に諮問、審議会にて
５回の審議、平成20年12月審議会より答
申、同月庁議を経て『ごみ処理基本計
を策定した。
　行政による取組みは、（１）ごみ発生抑
制の啓発。（２）町民・事業者との協力体
制の構築。（３）ごみ発生抑制の指導策の
検討・推進。一般廃棄物処理手数料の見
直し（町指定ごみ袋料金等）。マイバック
持参運動。レジ袋削減の推進。生ごみ自
家処理の推進。
　循環型社会を作るためには、１．発生抑
制　２．再使用　３．再生利用　の優先順位
を定め取組むのが効果的であり、基本計
画を礎としている。循環型社会形成推進
法を基に利根町循環型社会形成基本条例
を制定する必要があると考えている。

画』

て、

は、

19、

査、

画』

小・

９

問

公民館の使用制限は緩和すべきでないか

社会教育法に基づいて使用している 白　旗　　　修　議員

　　町は、法律を盾に、住民主催の政治
　　的集会や文化行事等に公民館を使用
することに難色を示している。しかし、
これは町の法解釈が間違っているのであ
り、速やかにそのような使用制限を改め
るべきでないか。文部科学省もそのよう
な使用制限は間違っていると言明してい
る。

問
　　現在の区長制度には、２つの大きな
　　問題点がある。一つは、現在は行政
の配布物を各戸に配るのが仕事で、住民
の政策提言やそれに基づく政策実施とい
った住民自治の仕組みになっていない。

問
　　昨年来の世界同時不況により、超優
　　良企業を含む多くの企業が役員報酬
や従業員給与の減額を余儀なくされてい
る。財政危機の利根町で、町特別職と一
般職員の給与のさらなる削減を行う考え
はあるか。

答

問

答

　　公民館は社会教育法第23条に基づい
　　て設置・運営されている。法の目的
と合わない利用は制限している。近隣自
治体でも利根町と同じ利用方法を行って
いる。とにかく良好な状態で運営されて
いるので、今後もこれを維持したい。

もう一つは、区長報酬と班長報酬が個人
に支払われており、区の活動をしている
他の人に対し公平さを欠いている。制度
の抜本的見直しが必要でないか。

答
　　区長設置の目的は、住民福祉の増進
　　と地域の自治の推進を図ることであ
る。制度の見直しについては、区長、班
長、報酬のあり方について、平成21年度
中に区長会の中で協議を行っていきた

答
　　平成21年度までの集中改革プラン
　　職員給与3％、町長20％、教育長10
％の減額を実施中であり、さらなる減額
をする考えは今のところ持っていない。

問

通学路整備を進める考えは

現地調査として予算計上した 高　橋　一　男　議員

　　布川小学校の通学路指定の町道2273
　　号線の拡幅工事について、児童の安
全性を考えると一日も早い整備が必要で
ある、通学路の整備を進める考えは、ま
た、県道11号線、ヤオコー手前の歩道拡
幅工事の進捗状況は。

問
　　惣新田地区共有地の進捗について伺
　　う。
①惣新田2008番地の共有地の相続手続き

答

問

答

　　通学路整備については、四季の丘団
　　地２丁目から布川小学校までの町道
2273号線で、現道幅員が狭いと拡幅の必
要性を再三指摘され、今年度に現地調査
として、350万円を予算に計上した、ま
た、県道11号、取手東線の歩道拡幅工事
は、現在、土木事務所が関係者と接触を
続けている、もう少し時間を要すると思
う。

問
　　今年７月に任期満了に伴い、町長選
　　挙が行われる、井原町長の去就につ
いて伺う。

答
　　今までの経過などよく事情を理解し
　　ていると私は思っている、町民の審
判をお互いに受けて行きたいと考えてい
る、今後も、皆様方とともに町政に邁進
していく覚悟で今、心構えを持っている
ところです。

と契約状況は。
②惣新田2049番地の売買契約状況は。

答
　　①惣新田2008番地については、50名
　　の共有地で、現在41名と契約を頂い
たとお聞きしている。
②相続等の手続きが済み、買収契約など
の見通しが立った時点で、茨城県から売
買契約の話があると聞いている、現時点
では、売買契約の進捗はない。

い。

で、


